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１．競争入札に付する事項 

(1) 件     名 「電子複合複写機6台の購入及び当該機器の平成26年度保守業

務委託」 

(2) 仕様及び数量       詳細は仕様書による。 

(3) 納 品 場 所    詳細は仕様書による。 

(4) 納 品 期 限       平成 26 年 3月 28 日(金) 

(5) 保守業務期間       平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3月 31 日 

(6) 入 札 方 法     総価で行う。 

なお、落札決定に当たっては、購入に係る金額に 5 パーセ

ントに相当する額を加算した額（円未満の端数切捨て）をもっ

て落札価格とし、保守業務委託に係る金額に 8パーセントに相

当する額を加算した額（円未満の端数切捨て）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、購入及び保守業務それぞれに見

積もった契約金額の 105分の 100 及び 108 分の 100 に相当する

金額を入札書に記載すること。 

    

２．競争参加に必要な資格に関する事項 

(1) 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であること。 

(2)  平成 25・26・27 年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」又

は「役務の提供」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付けされている者であって、競争参加

地域について「関東・甲信越」が有効である者。 

(3) 労働保険・厚生年金保険・政府管掌健康保険又は船員保険の未適用及びこれらに係

る保険料の滞納がないこと。（直近 2年間の保険料の未納がないこと） 

(4) その他予算決算及び会計令第 73 条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める   

資格を有すること。（詳細は入札説明書による。） 

 

３．電子入札システムの利用 

本案件は電子入札システムで行う。なお、電子入札システムによりがたい者は、支

出負担行為担当官に申し出た場合に限り、紙入札方式に変えることができる。 

 

４．公告時期及び仕様書等配布場所 

(1) 公 告 期 間  平成 26 年 2 月 4 日(火) ～ 平成 26 年 2 月 21 日(金) 

(2) 仕様書等配布期間  平成 26 年 2 月 4 日(火) ～ 平成 26 年 2 月 21 日(金) 

土日祝日及び公休日を除く 8時 30 分から 17 時 15 分まで。 



但し、2月 21 日(金)のみ 12 時 00 分まで。 

(3) 仕様書等配付場所  千葉労働局総務部総務課 会計第 2 係 

千葉市中央区中央 4-11-1 千葉第二地方合同庁舎２階 

 

５．入札参加手続に関する事項 

(1) 参 加 申 込 期 限  平成 26 年 2 月 21 日（金）12 時 00 分 

(2) 申 込 提 出 書 類  競争入札参加申込書（別紙―１）、資格審査結果通知書（全

省庁統一資格）の写し及び入札説明書に記載の書類 

(3) 参 加 申 込 方 法  関係書類を電子入札システムにより提出 

※紙入札による参加の場合は、関係書類一式を千葉労働局

総務部総務課会計第 2係まで提出すること。 

 

６．入札書提出に関する事項 

(1) 入札書の提出期限  平成 26 年 2 月 25 日(火) 15 時 15 分 

(2) 紙入札書提出場所  千葉労働局総務部総務課会計第 2係 

 

７．開札に関する事項 

(1) 紙入札書の開札場所  千葉労働局 4 階 職業安定部会議室 

(2) 紙入札書の開札日時  平成 26 年 2 月 25 日(火) 15 時 20 分～ 

※開札後、電子入札システムへの登録を行う。 

(3) 電子入札システム開札日時  平成 26 年 2 月 25 日(火) 15 時 45 分 

 

８．再度入札に関する事項 

開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限に達

した価格の入札がないときは、ただちに再度入札を行う。 

 

９．入札の無効 

    競争参加資格を有しない者のした入札及び入札に関する条件に違反した者の入札は

これを無効とする。また、支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当しない旨

の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなった者の

提出した入札書は無効とする。 

 

１０．落札者の決定方法 

    予算決算及び会計令第 79 条の規定に基づく予定価格の制限の範囲内で入札した者の

うち、本公告に示した業務を履行できると支出負担行為担当官が判断した最低価格の入

札者を落札者とする。 

 

１１．その他 

(1) 使用言語及び通貨  日本語及び日本国通貨 

(2) 入 札 保 証 金  免除 

(3) 契約書作成の要否  要 

(4) そ の 他 の 事 項  入札説明書による 

(5) 入 札 問 合 せ 先  千葉労働局総務部総務課会計第 2係 加瀬・茶谷 

                          電話 043-221-4311                

以上公示する。 


